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我が国の自転車走行空間整備では，歩道上の歩行者との錯綜が重要な課題となっている．自転車は道路

交通法により通行位置が定められているものの，通行位置が遵守されていない場合が多く見受けられ，自

転車と歩行者との不適切な混在により生じる錯綜が歩行空間のサービス低下の一因となっている．歩行者

と自転車の混合交通を評価する研究は様々あるが，「歩行者の歩行制約」という視点からの議論が不十分

である．そこで本研究では，歩道の利用状況を詳細に把握し，自転車及び歩行者の移動速度を基にして自

転車と歩行者の錯綜が歩行者へ与える影響を試算した．その結果，歩行者の速度低下という形での影響が

生じていることを確認した． 
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1．はじめに  

 

(1)研究の背景・目的 

近年，環境への優しさや短距離移動の利便性といっ

た特徴が注目を集め，都市交通手段としての自転車の利

用が推奨されている．しかしながら，自転車は道路交通

法により通行位置が定められているものの，通行位置が

遵守されていない場合が多く見受けられ，自転車と歩行

者との不適切な混在により生じる錯綜が歩行空間のサー

ビス低下の一因となっている．しかし，これまで蓄積さ

れた多くの自転車・歩行者の混合交通に関する研究では，

「自転車の走行性」という視点に着目したものが多く，

「歩行者の歩きやすさ」という視点が欠落した傾向にあ

ると指摘がなされている1)．そこで本研究では，混合交

通の生じている歩道を対象に，歩行者及び自転車の移動

速度を分析し，錯綜やレーン変更等の挙動が歩行者の移

動速度に与える影響を明らかにすることで，歩行者の視

点から歩道のサービス水準を評価する． 

 

(2)既存研究の整理 

自転車歩行者道の混合交通の評価に関する研究は，走

行速度や占有密度といった交通状況を指標としたもの

と，錯綜頻度や危機感といった回避挙動や意識変化を指

標とした研究に区分することができる．前者は，例えば

山中ら 2)，3)，4)が自転車の 85パーセンタイル速度を指標

として評価レベルを提案し，これによって自転車・歩行

者の快適性や安全性といった交通環境の違いを表現して

いる． 

 後者については，例えば足立ら 5)が歩行者・自転車接

近時の危機感に影響を与える要因として，両者の位置関

係と相対速度に着目し，それらの要因が変化したときの

自転車と歩行者，双方が感じる危険の感じ方とその変化

を定量的に把握している． 

しかし，こうした研究の対象は自転車歩行車道や自転

車通行が可能な歩道に限定されており，道路交通上自転

車の走行が認められた領域での研究に留まっている． 

 

2．研究の概要 

 

(1)研究方法 

本研究は，歩行速度に着目して自転車交通が歩行者へ

与える影響を走行状態別に比較することで明らかにして

いく．歩道の利用状況の把握には，ビデオカメラを用い

て撮影し，その映像を基に分析を進めた． 

以下に研究の手順を示す． 

① 分析対象地域の選定 

② ビデオ撮影調査，画像解析・集計 

③ 指標の定義，指標の抽出，データ分析 
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④  考察・今後の課題 

 

(2)対象地域の選定 

本研究では，対象地域の選定にあたり平成 22年度道

路交通センサス一般交通量調査結果 6)を用いた．まず，

高速自動車道を除いた東京都内 330路線における単位幅

員（1.0ｍ）当たりの自転車・及び歩行者の 12時間交通

量(7～19時)を整理すると図-1となる．混合が問題とな

る路線を選ぶために，単位幅員当たりの自転車・歩行者

の交通量が平均値より大きく，なおかつ極めて特異なも

のを外すために平均値と標準偏差の合計よりも小さい歩

道を対象地域の候補とした．さらにこの中から自転車と

歩行者の分離がなされていない路線で，直線区間が確保

されていること，ビデオ撮影が可能であることを踏ま

え，主要地方道飯田橋石神井新座線（都道 25号）を選

定とした．選定箇所の位置を図-2に示すが，この道路

は車道部の幅員が 10.5m，歩道部分は 3.0mで，沿道の土

地利用は近隣商業地域に指定されており，沿道周辺は第

2種低層住居専用地域，第 1種住居地域が広がっている
7）．なお，車道側に一部簡易な植栽がある． 

 

 

図-1 路線別の自転車・歩行者交通量 

 

  
図－2 観測路線の案内図 8)（都道 25号） 

 

(3)調査の概要  

本研究では，ビデオカメラを用いて自転車・歩行者の

交通挙動を記録した．調査概要を表-1，観測の様子を図

-1に示す．観測時間は時間交通量が大きい朝と夕方の２

時間とした．この120分の観測の結果，自転車287台，歩

行者305人の有効サンプルが得られている．図-3に示す

よう，15mの観測区間を進行方向に5m，横方向に1mご

とに合計9つの長方形ブロックに区切り，各区間に速度

や方向，挙動を観測した．また，これらのサンプルの内，

錯綜の発生したサンプルを錯綜発生時として扱い，交通

主体が錯綜を開始した瞬間の自転車・歩行者の位置及び

方向を座標データとして記録した．なお，ベビーカーや

自転車を押す歩行者，滞留する歩行者はサンプルとして

除外している． 

 

表-1 調査概要 

 

 

 
※歩道の有効幅員には一部簡易な植栽を含む 

図-3 観測区間の平面図 

 

3．交通状況を表す指標の定義 

 

小井戸ら 9)の研究を参考に，錯綜の種類を表-2のよう

に区分し，自転車が方向を変更した瞬間における自転車

搭乗者頭部の位置を錯綜の発生位置とした．なお，本研

究では自転車と歩行者の錯綜のみを扱い，観測は目視判

断によって行った． 

 

表-2 錯綜の種類 

 

 

調査場所 東京都　中野区　東中野
2015年　10月30日(金)　8:15～9:15
2015年　10月30日(金)　16:00～17:00

天候 晴れ
8:15～9:15自転車(163台)，歩行者(164人)
16:00～17:00自転車(124台)，歩行者(141人)

有効幅員 3.0m

調査日時

有効サンプル

対象 挙動指標 判断基準

回避 進路転換を要する前の対面交通を避ける挙動

追い越し 進路転換を要する前の歩行者や自転車を追い越す挙動

停止・減速 対面交通を避けるための一時停止もしくは減速を伴った挙動

自転車
歩行者
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(1)錯綜とレーン変更の峻別 

本研究にて観測した 287台の自転車走行速度の平均値

は 13.7km/hであった．これを道路構造令に記載されてい

る停止距離計算式 式-110）,11）に代入した場合，自転車

の停止距離は 3.7mとなる．歩行者と自転車の距離がこ

れよりも接近した場合には衝突の危険性が高まると考え

られるため，本研究では「自転車と歩行者の距離が

3.7m以内で，回避，追い越し，停止・減速の挙動が起

きた場合」を錯綜と定義する． 

)6.3(26.3 2

2

gf

V
t

V
L 　　　　　　　　   （式-１） 

停止距離(m) ＝ 空走距離（m）＋ 制動距離（m） 

空走距離：反応時間(秒) × 制動前の車速（m/秒）運転者が危険を感じて

急ブレーキが必要と判断した時点から，ブレーキが効き始める時点ま

での距離． 

制動距離：制動前の時速（km/h）の2乗 ÷（254×摩擦係数） 

Ｌ：停止距離（m）ブレーキをかけてから停止するまでの時間． 

Ｖ: 自転車走行速度(km/h)  

  t：危険を認知してからブレーキが利き始めるまでの時間（健常者であ

れば0.7秒程度である．よって本研究でも同様に0.7秒とした．) 

ｆ:タイヤと路面の縦滑り摩擦係数 （乾いたアスファルトの摩擦係数

は0.711）である．よって本研究では0.7を採用した） 

ｇ：重力加速度（9.8m/s2） 

なお，観測区間内の始端・終端断面及び区間中央部で

通過したレーンが異なっていた場合レーン変更があった

ものと定義し，錯綜とは区別して整理することとする． 

 

(2)移動状態の定義 

① 完全自由移動 

観測区間始端から終端を通過するまで，進行方向（観

測区間内）に交通主体（自転車・歩行者）が全く存在し

ない場合の移動を「完全自由移動」と定義する． 

② 錯綜移動 

観測区間内で錯綜の状況を生じた移動（自転車，歩行

者とも）を「錯綜移動」と定義する． 

③ 自由移動 

 完全自由移動及び錯綜移動，以外の移動を「自由移

動」と定義する．また，自由移動の中で，観測区間内で

経路位置の変更を行ったものを「レーン変更自由移動」

と呼び，経路位置の変更を行っていない移動を「レーン

変更なし自由移動」と呼ぶこととする． 

 

(3)通行レーンの定義 

 自転車及び歩行者が観測区間に侵入した瞬間のレーン

を抽出した．なお，錯綜が発生した場合，錯綜を開始し

た瞬間のレーンを錯綜移動時のレーンとして抽出した． 

 

4．調査結果 

 

(1)錯綜及びレーン変更について  

観測の結果を表-3および表-4に示す．レーン別の通

行比率（表-3）について見ると，観測区間中央部におけ

る経路位置を見ると自転車，歩行者ともに中央に集中し

ているが，自転車は車道側を走行する傾向もある．ま

た，民地側を走行する自転車の比率は 16.3％となり，極

めて小さくなった．また，観測中に錯綜は 35回発生し

ており，その発生確率を歩行者側から見ると 11.5％（35

回/305人）となる（表-3）． 

レーンごとに見ると，錯綜確率・レーン変更確率とも

に中央部で発生確率が高くなる傾向にあり，錯綜項目別

にみると，「回避」が最も多く 19回，次いで「追い越

し」が 13回と多く見受けられた（表-4）．また，錯綜

では，そのほとんどで歩行者よりも自転車が先に回避行

動を行うことで衝突を回避していた． 

 

         表-3 観測の全体像 

 
 

表-4 歩行者の通行実態 

 

 

(2)自転車・歩行者の移動速度について  

図-4は，8時及び 16時台を合計した歩行者及び自転

車の移動速度のヒストグラムである．歩行者の平均移動

速度は 5.0km/h，自転車は 13.7km/hとなった．また，自

転車走行速度の分布は正規分布となった．一方，歩行速

度については，「歩く」ではなく「走る」人も存在する

ことから幅広く速度が分布する傾向が見受けられた．  

 

図-8 自転車・歩行者の速度分布  

 

車道側 中央部 車道側 回避 追い越し 停止 錯綜（合計）
歩行者 69 133 103 305 38
自転車 28 149 110 287 47

レーン
変更

35

錯綜（回）

19 13 3

通行レーン（人・台） 交通量
(人・台)

回避 追い越し 停止 錯綜（合計）
民地側 15.9 15.9 4.3 2.9 0.0 7.2
中央部 17.3 48.4 7.5 5.3 1.5 14.3
車道側 3.9 35.9 5.8 3.9 1.0 15.9
全幅員 27.9 100 6.2 4.3 1.0 11.5

錯綜確率(％)レーン変更
確率(％)

通行率
（％）

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 1763



 

  

(4)移動状態・種類別の移動速度について 

移動状況別に移動速度を見ると，自転車及び歩行者と

もに完全自由移動・自由移動(レーン変更なし)の場合で

移動速度が大きくなった（表-5，表-6）．また，歩行者

の錯綜移動時の平均速度について見ると，完全自由移動

と比較すると 14.0％減少(表-5)しており，自転車と歩行

者と錯綜が発生した場合，減速という形で歩行者への影

響が表れているものと考えられる．一方，自転車の場合

も 9.5％減少(表-6)しているが，その影響は歩行者ほど

ではない． 

錯綜種類別に速度変化を見ると，回避が発生すると大

きく歩行者の速度が低下する傾向にある（表-7）．これ

は歩行者の前方から接近する自転車の影響が速度変化と

して歩行者に表れたものと推察できる． 

 

表-5 移動状態別の歩行速度 

 
 

表-6 移動状態別の自転車走行速度 

 
 

 表-7 錯綜種類別の自転車・歩行者速度 

 
 

5．考察 

 

① 自転車と歩行者とでは通行するレーンが異なる傾向

にあり，自転車は車道側を通行する傾向が見受けら

れた．  

② 移動状態別の速度を比較すると，自転車では完全自

由移動・自由移動(レーン変更なし)の場合に速度が

大きく，レーン変更や錯綜が発生すると完全自由移

動時と比べ平均速度が 9.5％減少した．また，歩行

者の移動速度についてみると，錯綜が起こった場合

だけが低く，完全自由移動時と比べ 14％の速度低

下が見受けられた． 

③ 錯綜種類別の速度について見ると，「回避」が発生

すると歩行者の速度が大きく低下する傾向にある．

これより，歩行者の前方から接近する自転車の存在

が歩行者の満足度を低下させる原因だと考えられ

る． 

6．今後の課題 

 

本研究では錯綜と速度との関連性についての分析を深

めたが，今後は錯綜の発生確率を幅員や交通量から導き

出すことで，歩行者と自転車の分離必要性を判断する基

準となる「歩行空間としての満足度(サービス水準)」の

提案が可能になると考えられる． 
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111 148 11 35
5.0 5.1 4.9 4.3
1.1 1.4 1.5 0.8

自由移動
(レーン変更あり)

錯綜移動

サンプル数

完全自由
移動

自由移動
(レーン変更なし)

平均

標準偏差

124 112 16 35
13.7 13.7 12.6 12.4
3.4 2.8 3.4 3.6

完全自由
移動

自由移動
(レーン変更なし)

自由移動
(レーン変更あり)

錯綜移動

サンプル数
平均

標準偏差

回避 追い越し 減速・一時停止 回避 追い越し 減速・一時停止

19.0 13.0 3.0 19.0 13.0 3.0
14.0 14.3 10.9 4.1 4.4 4.9
2.4 2.4 1.5 0.6 0.7 1.0

自転車 歩行者

サンプル数
平均

標準偏差
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